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1968年9月2日から6日まで， 7イノレヲ＂＇ r国ダプリyで，国際行政学
会主催の第14回行政学園際会議が開かれた。参加国は日本をふくんで64箇
国あった。この会議の問，各国の行政学の学校及び研究所の代表者だけの
会議が3団関かれ，わたくしは，そのすべてに出席したので，この会議で
議せられたことを報告するために，筆をとった。なお学校と研究所とをふ
くむ呼び名として，「セソター」という言葉が用いられたので，本稿では，
この呼び名を用いることにする。
1. 準備
国際行政学会は， 1967年7月3日から7日まで，コベγハーゲyで，円
卓会議を開催したが，この時，ドナノレド・ストーγ博士〔ピツツパーグ大
学行政学大学院長）を委員長とする運営委員会は， 3箇の問題，（1)1箇の
センターにおいて，行政学課程と経営学課程とを統合することの賛否，（2)
センターの機能としてのリサーチ，（3）行政学セYターのため，財政上及び
その他の援助を求める方策について討議を行った。その討議の要約報告が
ダブPY会議で配布され，討議資料とされた。
なお見トーγ博士は， 1968年8月はじめ，「学校及び研究所の組織につ
いてのハンドブック」を会議参加者に予め送付し，そのうち，「（！），カリ
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キユラムの改普及び教授方法，（2）助言業務の実施，（3）財政上及びその他の
援助を求める方策jの各部分を，ダブリ γ会議で討議したいと申し入れた．
z. ダプリン会議
9月2日午後開かれた行政学セyタ一代表者会議で，議題を，（1）カリキ
ュラムの改善，（2）行政学セγターに援助を求める方策，（3）行政学セYター
の任務としての研究活動と助言業務，（4）訓練者の訓練と決定した。
世界各国で行政学セyターが設立されるようになったのは，ここ20年来
のことである。行政学セYターは，行政官に対する職業教育を与えるとと
もに，人民に対して高度のサーピスをするために行政官に必要とされる訓
練を与えることを目的とする。殊に，経済開発，社会開発の計画の策定と，
その実施にあたっての諸問題に重点がおかれている。しかし行政学セyタ
ーの重要性は，ヨーロッパ諸国においては十分に認識されていない。この
点において，すべての国が行政学の分野では，程度のちがいはあっても開
発途上国ということもできょう。このような考えの上に立って，各国の行
政学セγターにおける経験を持ちょって，行政学の研究と教育とを一段と
進歩させようというのが，ダブリ γ会議における行政学セソター代表者会
議の目的であった。この点において，開発途上国の行政学セγターの代表
者が，それぞれの経験を紹介したことに，深い感銘を受けた。以下各議題
についての討議を紹介する。
3. カリキュラムの改善
この議題についての報告者は，ソウル国立大学行政学大学院長，ノ、y・
ピン・日一教授であった。同教授は自ら起草した「開発行政カリキュラム
・ハγ ドブック」を参加者一向に配布し，「開発行政Jなる科目は，学生
に対して，政府の周辺におこりつつある変化に対する新な展望を与えるこ
とを目的とすること，並びに学生自身を現在文は将来の行政官に見たてて，
これらの変化に適応する開発行政をいかにして遂行するかを教育するにあ
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ると前提して，模範教授要目を発表された。
第1部開発行政，その構成と概念
（！）開発概念
(2）社会変化の研究
(3）経済開発の力学
(4）政治開発の力学
(5）開発行政
第2部開発行政，開発行政官の機能
(I）革新の担当者としての行政官
(2）公共政策の形成
(3）開発プログラムの管理
(4)行政改革の遂行
(5）組織づくり
同教授起草のハY ドブγクには，右各項目についての詳細な細目，右教
授要目を1年間で教授する計画， 2年間で教授する計画，参考文献が掲げ
である。
4. 行政学センターに対する援助を求める方策
この議題については，コペγハ｛ゲyの円卓会議の行政学センタ｛代表
者会議運営委員会の討議に基いて作成された討議資料が配布された。その
大要は次のとおりである。
(!) いかなる援助を求むべきか。
セYターに対して各方面より寄せられる信顧と，センターが行政上の目
的を達するために役に立つという認識が，センターが援助を求める基盤と
なるものであり，これあってこそセyター運営のための資金を集めること
ができるのである。
そのために，セγター発展のための援助を求める計画を立案し，これを
実施しなければならない。この目的のために， DevelopmentOfficerを
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雇い入れることは有益である。この人の任務は，広報係よりも広くなけれ
ばならず，セyターの計画の立案，そのための交渉，学生の募集，その他
セYタ一発展のため一切の仕事に直接関与することが必要である。すなわ
ち（！）セγタ一発展のための長期及び短期計画の立案，（2）政府当局者，企業
関係者，大学教育職員，高等学校教員，政党の指導者，労働組合幹部その
他に対し，セYターが経済的，社会的発展のために重要なものであること
を知らせること，（3）アカデミックな計画及び訓練計画に関する印刷物を作
成し，配布すること，（4）セソターの諸計画を知らせるために高等学校や他
の大学を訪問すること，（5）特別な訓練計画を立案し，これに参加者を求め
るために政府当局その他と交渉すること，（6）学生及び卒業生のための就職
及び見習勤務先を斡旋すること，（7）政府の要人や社会の指導者を招いて会
議や集会を開催すること，（8）卒業生に対しニューズレターを配布するなど
の方法で，セyター及び行政学の分野における進歩発展の状況を知らせる
こと，（9）政府当局者，行政学会，国際行政学会，国際開発組織と連絡をと
ること，（10）センター出版物，その他の計画のための販路を開拓すること，
Ul)センターの長を助けて，国際機関，財団，その他の団体に，セyターの
活動や業績を知らせ，援助を求めること， u由企業経営者から財政援助を得
ること， ω新聞，ラヂオ，テレピジョンに対する広報活動が，デヴエロプ
メY ト・オフィサーの任務である。
(2）財政援助
いずれの行政学セγターでも，その教育，研究，その他の補助的活動を
するに十分な財政的援助を必要としている。そのための資金源として次の
種類が考えられる。（1）政府職員の短期訓練計画については，政府からの資
金供与または訓練参加者から徴収する授業料，（2）政府その他の機関からの
委託研究については，委託する機関から受ける資金，（3）出版物の販売代金，
(4）私法人，公法人から奨学金その他の学生に対する経済援助を求めること，
(5）政府機関から政府職員訓練のための授業料その他の経費の支出を求める
こと，（6）資力のある法人文は私人から，社会に貢献する事業として，セy
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ターに寄附を求めること，（7）公私の機関，財団から新しい計画，職員の海
外研修，職員の交換計画，研究企画，図書の購入のための資金援助を得る
こと，（8）同種の施設（学校，研究所，その他〕から受ける援助などである。
(3）援助を得るための活動
セYタ｛にとって，長期的に見て，最も大きな資産は，セyターに学ぶ
学生である。センターは，学生個人又は学生委員会からセYター改善のた
めの意見を求むべきである。
次にセγターは卒業生の援助を求めなければならない。そのためセγタ
ーは卒業生に対し行政学の分野における最新の知識を常に供給すべきであ
る。その方法として，（I)卒業生名簿の完備，（2）卒業生が昇進したときにセ
yターから送る祝辞，（3）センターについてのニューズレターを1年l回又
は4回送付する，（4）卒業生のセYター訪問日を設けたり，卒業生のための
特別のセミナーを開催すること，（5）各地にセγターの職員を派遣し，卒業
生との集会を開催すること，（6）行政学会の組織に卒業生の協力を求めるこ
と，（7）卒業生のうちの適任者を選んで，学生の募集のための学校訪問をな
さしめること，（8）卒業生よりセγターの特別の必要をみたすために寄附を
求めることなどがある。
さらにセYターは，その出版物を政府当局者に配布し，そのための送り
先名簿を整備し，政府当局者との集会や，セミナーを企画したり，政府当
局者との非公式の会合，昼食会などを開催することも有益である。
又セYターが，セYタ｛運営のための諮問委員会を組織L，委員として
政府の要人，有名人を委嘱することも，セYタ｛が援助を求めるために役
に立つ。セYタ｛はこれらの委員に対しては常に連絡をとり，セyターの
出来事を通知し，彼らのセYターに対する関心を喚起しなければならない。
次にセyターの活動は，新聞，ラヂオ，テレピジョ yで報道されるよう
努めるべきである。
(4）外国よりの援助
特別の資金又はその他の援助を与えている組織には，次の各種がある。
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政府間の組織（IntergovernmentalOrganization〕 として，（I潤際
連合行政部（ThePublic Administration Division of the United 
Nations）は，セγターに対して，専門家，講師の派遣その他の援助を与
える，セyターの職員に対して奨学金を与える，訓練及び行政上の問題に
ついての研究をなし，その報告書を発表するなどの活動をしている。アフ
リカ，ヲティ Yアメリカ，極東の各地域の経済委員会もセγターと関連の
ある活動をしている。
(2）国連の特別機関， UNESCO,IBRD, WHO, FAOなどの国連機関
も，それぞれの分野でセシタ｛に援助を与えている。
(3）アメリカ州機構。西半球にあるセγターに援助を与えている。
(4）経済協力開発機構（OECD〕は，訓練，研究の必要について調査して
いる。セγターと協力して，訓練を実施したり，セγターの職員が高度の
訓練計画に参加する費用を援助する。又 OECDの構成国が開発途上国の
セyターを援助することを奨励している。
(5）国際行政学会。
（日）国際開発協会。
(7）中央アメリカ行政学会は，国連と協力して，援助を与えている。
私的国際組織及び財団として，（I)国際教育研究所（Instituteof In tr-
rnational Education）は，セγターの職員が行政学の高度の研究をす
るのに援助を与える外，教育交換計画，外国の学者が米国内の研究所，大
学に就職するにあたっての援助，言語教育その他の文化適応を容易ならし
める活動を行っている。（2）アフリカ・アメリカ研究所〔Afircan-Amer-・
ican Institute）は， アフリカにあるセyターに資金援助をしている。
(3）フォード財団。選択したセYターに対し，設備，人員，研究資金，図書
購入，奨学金をふくむ実質的援助を与える。（4）アジア財団。職員の訓練，
図書の購入，外国からの講師の招蒋などの援助を与える。（5）ロッグフエラ
ー財団。主として奨学金を与えている。
その他，米国国際開発庁，英国海外開発省，フラYスの協力省，日本，
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オーストリ 7，カナダ，ヨ｛ロッパのある国などの OECDの構成閏，へ
ーグの社会研究所（Instituteof Social Studies），国際行政学会に加盟
しているセンターなどが，それぞれの目的の範囲内で援助を与えている。
以上述べた討議資料に基き， Inter-American School of Public 
Admmistrationの学長， 7ーサー・ギマレス氏（AthyrGuimaraes) 
が次の諸点を論じた。
a. セYターに対する援助は十分であるか
b. 大学に附置されているセγターと，政府が直接管轄するセンターと
の聞で，どのように異なる問題に対処しているか。
c. いかなる援助がもっとも有効であるか。
ギマレス氏は，その意見陳述中で，各センターはそりおかれている国の
政府から援助を受けるのが最善である，そのためセンターは国会や大臣に
対して働きかけなければならないことを強調し，一同の賛同を得た。
5. 行政学センターの研究活動と助言業務
この議題については，「研究計画の立案と実施」「助言業務の実施」と題
する討議資料が配布された。
「研究計画の立案と実施」には，セyターは，その任務を遂行し，職員
の能力を向上するためと，その所属する国の政府と人民に価値ある知識を
提供するために，研究計画を実施する必要があると前提し，研究の分野と
して，教育材料，政府に対する奉仕，学生の研究能力の開発，職員の能力
の向上，知識の増大をあげている。次に適当な研究計画として，手引き，
年鑑の作成，行政の実体の調査，計画の分析，人的資源，予算及び財政，
比較研究，事例研究をあげている。次に研究計画の構成として，機関研究，
個人研究，訪問学者の三つの場合に考慮することを要する事項を詳細に説
明した後，研究計画を批判する基準として， (I）適当な計画であるか，（2）実
施可能であるか，（3）研究従事者及び事務機構が間に合っているか，（4)研究
の対象となる行政機関及びセyタ｛の職員がともに関心を持つ研究である
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か，（5）研究が重複していないか，（6）研究に必要な熟練を既に得ている研究
員がいるか，をあげている。次に研究計画を組織する場合の注意事項とし
て，（！）資金の確保，（2）計画遂行の責任，（3）計画の開始， w計画の審査，（5)
計画の採用，（6）計画進行の監督，助力，（7）研究委員会，あるいは特別委員
会の活用をあげている。次に研究計画の立案，管理として，（！）段どり，（2)
実行案，（3）計画の実施と統制， (l)個人計画に対する機関の助力，（5）研究の
成果の発表，頒布，（6）研究材料の保管をあげている。さらに注意事項とし
て，（！）研究の調整，（2）面接についての注意，（3）信頼を得ること，.（4）軽々 し
く約束をしないこと，（5）面接後の覚書の作成をあげている。最後に，研究
要員の訓練として，現場訓練と正規の訓練について説明している。
「助言業務の実施」と題する資料には，助言業務として，（！）質問に対し
て情報を提供すること，（2）判断を求められる質問，（3）調査を必要とする報
告を求められる場合，（4）助言の依頼，（5）広汎な事実の調査，分析を必要と
する報告を求められる場合，（日）セYターが実施している研究に関連する報
告を求められる場合をあげている。次に，教育目的と助言業務の関連とし
て，（！）政府機関との接触の維持，（2）研究資料を得る途を見つけること，（3)
教育の資料を得ること，（4）教育方法に役立つこと，（5）セyター職員の能力
の向上，（？）学生に実地調査の機会を与えること，（7）政府の役に立つこと，
(8）行政改善に従事している政府職員との関係があげられている。次に助言
業務実施にあたって当面する政策の要素と関連する諸条件として，（！）セγ
ターの全般的業務の進行，（2）資金の裏づけ，（3）職員の資格，（4）職員の訓練
と増加，（5）参考資料の整備，（日）秘密の保持，（7）報告の出版，（8）助言を無視
する自由，（9）助言を求める機関， ω公式の依頼，（I)広報などの諸点を考慮
しなければならない。次に，助言業務を企画するにあたって考慮すべきこ
とは，（I）助言業務を行うことが適当であるか，（2）事前調査，（3）実行計画，
(4）書面による合意，（5）業務の開始，（6）助言業務のための調査をなすことを
事前に関係行政機関の職員に周知せしめることなどである。
次に，幼言業務を実施するにあたっては，次の順序に止るべきである。
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（！）事実の調査，収集，（2）助言に無関係の情報の整理，（3）分析と判断，（4)
勧告の作成と再吟味。
次に，勧告を呈示するにあたっては，（！）調査進行状況のその都度の報告，
(2）勧告呈示の方法，（3）勧告を呈示する相手方と勧告呈示前に協議すること，
(4）正式報告書の提出，（5）事後手続，（日）勧告の突施について留意しなければ
ならない。
最後に勧告提出後，適当なj由聞をおいて，勧告の効果を評価することを
怠ってはならない。
本議題につて，主討論者に指名されたインド行政学研究所長コλラ博士
(J. N. Khosla〕は， a. セγターは，いかなる条件で行内官吏，立法
議会及び私人に対し助言：業務を行うべきか。
b. いかなる種類の主題について尉J言業務を行うのが最も適当であるか。
c. 助言業務について料金を徴収すべきか。
について意見を述べた。
6. 訓練者の訓練
討議資料として「訓練者の訓練の手ヲ｜」きと越する長文の資料が配布さ
れた。
その第1主主には，訓練の段階，訓練の目的，訓練者の監督について，第
2章には，訓練者，すなわち講師を養成する訓練計画の基本的考え方につ
いて，第3章には，訓練の必要度の訊u定方法，学習の原理及び過程，訓練
の分野とその内容，訓練計画の立案と実施，訓練の方法〔集団訓練の諸方
法と個人訓練の諸方法〕訓練評価の3段階（訓練前，訓練中，訓練終了後），
訓練評価の諸方法について，第4章には，パキ兄タ yにおける訓練の実際
について，それぞれ詳細に説明してある。
この議題について主討論者に指名されたケニヤ行政研究所長ジョセフ・
カリウキ氏 (JosephKariuki）は，
a. 訓練にあたる講師の最良の供給源は何であるか，
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b. 実体的な知識の増進と，教授方法の熟練とをいかFこして得ることが
できるか，
c. 講師の能力の評価は可能であるか，の3点について論じた。
